ハンドマイク演説参考例（ＴＰＰ問題―志位代表質問　約十分）
二〇一一年十一月五日　県政策宣伝センター

　○○のみなさん、こちらは日本共産党○○後援会です。この場をお借りして、党の政策の一端を訴えさせていただきます。よろしくお願い致します。

　みなさん、野田民主党内閣は日本の農業と地域経済に深刻な打撃を与える環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）交渉参加の方向を打ち出そうとしています。日本共産党は、ＴＰＰへの参加に一貫して反対し、十一月一日の衆議院本会議で、日本共産党の志位和夫委員長が代表質問で改めて、その問題点を四つの点で明らかにしました。

　第一は、国民が被災地の人たちと手をあわせて取り組まなければならない、大震災からの復興への最大の妨げになることです。
　志位委員長は、「ＴＰＰによる米価暴落で地域農業はつぶされる」「復興への気持ちがくじかれる」など被災地の声を突きつけ、「いまなすべきはＴＰＰ参加ではなく、農林水産業のインフラ復旧に全力をあげることではないか」と追及しました。これに対し、野田首相は答えることができず「農林漁業の再生は、ＴＰＰへの判断にかかわらず進めていく」と述べるだけでした。しかし、農水省の調査でも、被災三県で営業再開が見込まれる農地はわずか三七％に過ぎません。萬歳（ばんざい）・ＪＡ全中会長も「ＴＰＰ交渉参加を検討することは被災地を無視し、わが国が誇る食料県に追い打ちをかけるもの」と批判しています。
　第二は、食料の安定供給を土台から壊すことです。農水省試算では「関税ゼロ」になれば、食料自給率は四〇％から一三％に急落すると警告しています。愛知県も、日本がＴＰＰに参加した場合、県の農林水産関係の生産額が九百三十七億円減少するとの試算を出しています。
志位委員長は「自給率五〇％」に引き上げるとする政府の計画（昨年三月）と「どうやって両立できるのか」と追及し、十月にうちだした農業「再生」計画で、今後五年で平均耕地面積を二十～三十ヘクタールに「大規模化」するとしたところで、平均二百ヘクタールの米国、三千ヘクタールの豪州との競争は不可能だと指摘しました。さらに、地球的規模で食糧危機と飢餓が広がるなか、「自給できる力を持ちながら、外国からの食料に頼ることは、世界にも顔向けできない行為だ」と迫りました。これに対し、野田首相は根拠も示さないまま、「高いレベルの経済連携と農林漁業の再生や食料自給率の向上との両立を実現することが重要だ」とごまかしに終始しました。

　第三は、暮らしと経済のあらゆる分野が交渉対象とされ、米国の対日要求が強要されることです。

　志位委員長は、米通商代表部の報告書などに明記された対日要求で、食の安全、医療、官公需発注など幅広い分野について、規制緩和や米国企業の参入などを求めていることを示し、「交渉対象とならない保証はあるのか。一つでも『ノー』といえるものがあるのか」と迫りました。政府はこの間、保険がきかない混合診療の解禁や営利企業の医療参入などについて「ＴＰＰでは具体的な検討項目に入っていない」と答えてきましたが、野田首相は志位委員長の追及に「対応が求められる可能性は完全には否定できない」とのべ対日要求を否定できず、「ノー」といえるものも一つもあげられませんでした。

第四は、ＴＰＰに参加すれば、野田首相が述べるように「世界経済の成長を取り込む」ことができる保証があるのかという問題です。

　志位委員長はＴＰＰ参加で日本からアメリカへの輸出が増えるのではなく、円高・ドル安のもとで一方的な輸入拡大と失業者の増大であり、家計と内需の縮小がいっそう深刻になると強調し、「亡国の政治には断固反対を貫く」と厳しく批判しました。それに対し、首相は、まともに答弁できなかったにもかかわらず「早期に結論を出す」とあくまで交渉参加への意欲をにじませました。

ＴＰＰ参加は、自動車や電機など一部の輸出大企業に利益を与えるだけです。一部の輸出大企業のために、日本農業を破壊し、国民生活に多大な犠牲を負わせることは許されません。日本共産党は、十月十四日付で「ＴＰＰへの暴走を許さない国民的な共同をよびかけます―暮らし・食料・農業・地域経済を守るために力をあわせましょう」というアピールを発表し、ＴＰＰ参加阻止の国民的大闘争を呼びかけました。

風雲急を告げる事態を迎えたいま、これまで広げてきたＴＰＰ参加反対の一点での共同を、党派をこえて、急いで大きく、力強くすすめ、野田内閣の暴走を押しとどめようではありませんか。日本共産党は、ＴＰＰ参加を断念させる世論と運動の先頭にたって奮闘する決意です。 

日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。日刊紙は三千四百円、日曜版は八百円です。以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。

以上
